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都道府県別エネルギー消費統計の推計方法変更に伴う 

温室効果ガス排出量算定値の見直しについて 

 

１ 温室効果ガス算定値を見直す理由 

これまで，函館市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）（以下，「計画」という。）

における温室効果ガス排出量の算定にあたり，経済産業省資源エネルギー庁が公表す

る「都道府県別エネルギー消費統計」（以下，「エネルギー消費統計」という。）を利用

していたが，平成 28 年 12 月 20 日付け（平成 29 年 2 月 14 日付け再修正）でエネル

ギー消費統計が大幅に変更され，推計方法，業種分類，集計対象範囲等が変更された新

たなエネルギー消費統計として，1990年度まで遡ってこれまでの公表値がすべて改定

され，新旧の各数値を比較することが不可能となったことから，本市がこれまで算定済

みの温室効果ガス排出量（以下，「旧算定値」という。）と今後，新たなエネルギー消費

統計に基づき算定する温室効果ガス排出量（以下，「新算定値」という。）についても比

較が不可能となった。 

このことから，計画を適切に進行管理するため，旧算定値を新算定値に改定すること

が必要となった。 

 

２ 温室効果ガス排出量の新旧算定値の比較 

（１）新算定値と旧算定値の相違点 

    新旧算定値の相違点は，温室効果ガス排出量の区分のうち，産業部門，民生家庭

部門，民生業務部門の二酸化炭素排出量および六フッ化硫黄で，メタン，一酸化二

窒素，ハイドロフルオロカーボン，パーフロオロカーボンについては相違ない。 

 

（２）温室効果ガス排出量算定値の新旧比較 

    すべての年度で旧算定値よりも新算定値が増加する結果となった。 
 

 

温室効果ガス排出量の新旧算定値比較  

1990年度

（基準年）
2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度

新算定値 2,921,893 2,872,542 2,779,450 2,608,578 2,491,674 2,706,076 2,895,277 2,860,908

旧算定値 2,666,196 2,460,270 2,423,752 2,284,767 2,152,166 2,334,476 2,607,183 2,601,282

新基準 －1.7% －4.9%
－10.7%

－14.7%
－7.4

－0.9% －2.1%
旧基準

－7.7% －9.1%
－14.3%

－19.3%
－12.4%

－2.2% －2.4%
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（３）部門別二酸化炭素排出量算定値の新旧比較 

    産業部門，民生家庭部門，民生業務部門については，新旧で算定値に差があるが，

運輸部門と一般廃棄物の焼却については新旧同値となっている。 
 

 

部門別二酸化炭素排出量の新旧算定値比較 

 

（４）六フッ化硫黄排出量算定値の新旧比較 

    すべての年度で旧算定値よりも新算定値が減少する結果となった。 
 

 

六フッ化硫黄の新旧算定値比較 

 

 

 

 

 

 

1990年度

新算定値

1990年度

旧算定値

2007年度

新算定値

2007年度

旧算定値

2008年度

新算定値

2008年度

旧算定値

2009年度

新算定値

2009年度

旧算定値

2010年度

新算定値

2010年度

旧算定値

2011年度

新算定値

2011年度

旧算定値

2012年度

新算定値

2012年度

旧算定値

2013年度

新算定値

2013年度

旧算定値

産業部門 1,139,592 876,123 892,422 533,929 794,723 498,632 746,925 458,644 733,211 420,780 763,062 471,188 801,597 527,203 764,437 483,267

民生家庭部門 596,735 592,771 686,127 625,421 683,721 615,998 599,213 554,985 577,631 517,246 678,195 580,690 760,376 694,798 707,067 651,824

民生業務部門 486,299 491,554 467,216 473,718 500,912 508,729 427,329 435,823 365,208 398,363 443,219 460,852 515,512 567,162 520,653 597,183

運輸部門 643,124 643,124 728,439 728,439 702,776 702,776 724,812 724,812 698,004 698,004 707,447 707,447 692,315 692,315 714,975 714,975

一般廃棄物の焼却 0 0 29,302 29,302 23,486 23,486 32,781 32,781 35,578 35,578 29,206 29,206 34,059 34,059 38,060 38,060

新基準

旧基準

－2.2%

－8.2%

－5.6%

－9.8%
－11.7%

－15.2%

－15.9%
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－8.5%

－13.6%
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－3.4%
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－4.5%
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1990年度

（基準年）
2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度

新算定値 16,243 1,468 1,507 1,275 1,140 1,353 1,325 1,116

旧算定値 22,724 1,893 1,806 1,479 1,293 1,499 1,553 1,373

新基準

－91.0 －90.7 －92.2 －93.0 －91.7 －91.8 －93.1
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（５）温室効果ガス削減率の新旧比較 

    すべての年度で，新算定値よりも旧算定値の削減率が高かったが，2012年度から

新旧算定値の差が小さくなる傾向が見られる。 

 

 

温室効果ガス削減率の新旧比較 

 

 

３ 温室効果ガス排出量の将来推計への影響 

（１）新たなエネルギー消費統計に基づく将来推計 

    将来推計の結果，各年度とも新算定値では，旧算定値よりも基準年比削減率が若

干高くなっているが，ほとんど差は無い。 
 

新たなエネルギー消費統計に基づく将来推計（t-CO2） 

 基準年度 2020年度 2030年度 2050年度 

将来推計（新算定値） 

【基準年比増減】 

2,921,893 2,638,678 

【－9.7%】 

2,432,390 

【－16.8%】 

1,620.818 

【－44.5%】 

将来推計（旧算定値） 

【基準年比増減】 

2,666,196 2,414,815 

【－9.4%】 

2,231,727 

【－16.3%】 

1,486,272 

【－44.3%】 

 

（２）削減目標への影響 

    「函館市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）評価検討報告書」（平成 28 年 8

月）において，将来推計等の結果に基づき，2020年度の中期目標および 2050年度

の長期目標について，変更しないことが妥当と判断しているが，将来推計の新旧算

定値にほとんど差がないことから，削減目標への影響はないと判断する。 

2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度

温室効果ガス削減率（％）

［新算定値］
1.7 4.9 10.7 14.7 7.4 0.9 2.1

温室効果ガス削減率（％）

［旧算定値］
7.7 9.1 14.3 19.3 12.4 2.2 2.4
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